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るモデル式構築を実施した。結果としては、図表 1 に示す通り、「PB シェア」への直接
的で強い影響を与えるドライバーとなっている変数として、「NB へのロイヤルティ」と
















4. 結び：これからの NB 製造企業のあり方 
「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の 2 つを 2 軸において、各商品カ
テゴリーをプロットしたものが図表 2 である。 
















左上の第 2 象限に、コモディティ化が進行した PB シェアの高いカテゴリーが、右下の
第 4 象限に成長期の商品が多く、PB シェアの低いカテゴリーが集中したのは、データ解
析の結果と矛盾するところはない。 
これはライフサイクルの視点で推測すると、多くの商品が第 4 象限から第 2 象限に移
行していると考えられる。しかし一方で右上の第 1 象限や左下の第 3 象限に移行したと思
われる多くの商品カテゴリーがあった。すなわち NB 側の戦略や努力によって、PB シェ
アを求める図表 2のモデル式から逸脱するケースを作り出すことは大いに可能であるこ
とを証明している。実際に第 1 象限のカップ麺カテゴリーでの日清食品や、第 3 象限で
の納豆カテゴリーでのミツカン、旭松食品など、多くのケースがそれを物語っている。 












に PB 普及に影響を与えているかを考察していきたい。 
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こうした PB の隆盛に対して、今後ナショナル･ブランド（以下 NB）メーカーがどの
ような対抗手段、生き残りを賭した競争戦略をとるべきかを、本研究では探求していき
たいと考える。  
















































2008 年頃からの世界的な原料費高騰による NB 価格の切上げが契機となって連日のよ
うに PB に関する報道が喧伝されるようになった。しかし欧米先進国と対比すると、日本
における PB の拡大はそれほど大きなものでは決してない。ウォルマートや K マートなど
巨大な流通が支配する米国で PB 比率は 19％、テスコなどのメガ流通業が支配している
英国で 45％、伝統的に生協が強いシェアを持つスイスでは 40％と言われている。一方で












「広告宣伝費」が無いことによって、原価はほぼ同じでも NB に対して 3 割安くなるとい
う。果たして本当にそう言い切れるだろうか。例えばハウス食品の平成 22 年 3 月期連結 
決算短信を見ると、広告宣伝費 5.6%、販売手数料 2.2%、販売促進費 14.1%である。卸が
売り上げの 10%のマージンを乗せ、小売が 30%の値入を確保するとすれば、小売価格の
22.3%（=〔5.6%＋2.2%＋14.1%＋10%〕×0.7）にしかならない。しかも PB 最大手のイ
オングループのトップバリュでさえ、現状では 5000 アイテムで 4,500 億円の売上なので、
単純に言えば 1 アイテムあたり 9,000 万円程度の売上でしかない。売上 1 億円を切るよ
うな商品では広告宣伝費や販促費をかけることは通常はあり得ない。そのような状態の














こうした理由以外の PB が多すぎるとして、荒井氏は警鐘を鳴らしている。 
図表 0 に示したように、今多くの店頭で PB が席巻している。イオン、ダイエー、マル
エツ、いなげやの店頭で「トップバリュ」が、イトーヨーカドー、セブンイレブンの店
頭で「セブンプレミアム」が、ユニーの店頭で「スタイルワン」が売場を占拠している。




上げがある。「選択の手がかり」になっているからこそ NB だともいえる。その NB の割
合を減らして PB の露出を高めることは、「NB を買い求めるお客」を失わせることに繋
がっていないだろうか。 
＜図表 0＞流通チェーン別ＰB 食品販売動向 





「トップバリュ」 販売額（百万円） 142,000 166,000 181,000
「セレクトスイーツ」 前年比 － 116.9% 109.0%
「デイリーセレクト」 ＰB売上比率※ 7.9% 9.8% 11.2%
「セブンプレミアム」 販売額（百万円） 75,200 98,550 117,150
「ザ・プライス」 前年比 － 131.1% 118.9%
PB売上比率 11.0% 14.3% 17.0%
「トップバリュ」 販売額（百万円） 64,500 86,100 92,200
「おいしく食べたい！」 前年比 － 133.4% 107.1%
ＰB売上比率※ 11.0% 15.0% 16.0%
「イープライス」 販売額（百万円） 40,700 45,000 51,000
「スタイルワン」他 前年比 － 110.6% 113.3%
ＰB売上比率※ 10.7% 11.5% 12.0%
「グレードバリュー」 販売額（百万円） 24,500 28,000 32,500
「食の幸」 前年比 － 114.3% 116.1%
ＰB売上比率※ 5.0% 6.5% 7.5%
「Ｖマーク」 販売額（百万円） 30,000 33,600 37,800
「東急セレクト」 前年比 － 112.0% 112.5%
ＰB売上比率※ 20.0% 25.0% 30.0%
「フーデックス」 販売額（百万円） 13,200 16,700 17,800
「トップバリュ」 前年比 － 126.5% 106.6%
PB売上比率 4.3% 5.1% 5.2%
「マーケットプレイス」 販売額（百万円） 11,500 12,900 14,000
前年比 － 112.2% 108.5%
ＰB売上比率※ 6.4% 6.7% 7.0%
「トップバリュ」 販売額（百万円） 10,200 12,300 14,500
「食卓応援」 前年比 － 120.6% 117.9%
PB売上比率 5.7% 6.9% 8.1%
「生活良好」 販売額（百万円） 4,300 4,000 3,500
「ハッピープライス」 前年比 － 93.0% 87.5%
「ハッピーセレクション」 ＰB売上比率※ 2.5% 2.5% 2.0%
「7＆i」 販売額（百万円） 217,600 293,500 317,400
「セブンプレミアム」 前年比 － 134.9% 108.1%
「焼きたて直送便」他 PB売上比率 11.6% 15.0% 15.7%
「バリューライン」 販売額（百万円） 89,800 93,200 95,600
「おやつごろ。」 前年比 － 103.8% 102.6%
「とっておき宣言」 PB売上比率 6.8% 6.9% 6.9%
「ぼくのおやつ」 販売額（百万円） 66,100 81,100 87,100
「こだわりパン工房」 前年比 － 122.7% 107.4%
















































































品目の PB シェアを俯瞰してみていく。国別に見た PB 比率に大きなバラつきがあること
はよく知られている。日本（5％）や米国（19％）に比べて、英国やスイスなど欧州での
PB 普及率が高いといわれている。その要因については、しばしば小売企業の上位集中度
合いから説明されることが多い。小売業のトップ 5 企業の集中度と PB のスーパーマーケ
ット販売におけるシェアの相関を国別に見てみたのが、Corilois Research （2002）の以
下の図１である。 
＜図表 1＞欧米主要諸国の小売業集中度と PB シェア 
 
出所：Coriolis Reserch "TOWARDS RETAIL PRIVATE LABEL SUCCESS", p6, 2002 
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このデータからは、上位 5 社の集中度と PB シェアには強い相関が見られることが全般
的に確認できる。上位 5 社集中度が 90％近いスイスにおいて PB シェアが 40％、おなじ






の図は英国における上位 5 社の集中度と PB のマーケットシェアの時系列での関連性を分
析している。 
＜図表 2＞英国における小売業集中度の成長と PB シェアの成長 
 
出所：Coriolis Reserch "TOWARDS RETAIL PRIVATE LABEL SUCCESS", p8, 2002 















べている。例えば、欧州には電子機器の EMS のような PB を専門に製造するメーカーも
あり、中には英マクブライト社のような 10 億ドルを超える上場企業も存在している。 
海外の PB 動向研究を紹介した根本（1995）は、価格重視型ではなく品質重視型 PB が
導入されると、PB 比率が安定的に上昇すると述べている。 
この典型的なケースとして、PB 比率の高い英国で No1 のシェアを誇るテスコが挙げら








こうした多様な PB 体系によって、結果としてテスコは 50％まで PB 比率が高まったと
考えられている。これは世界の小売最大手のウォルマートが 39％、2 番手のカルフール












＜図表 3＞英国テスコの PB 展開構造 
 




















1970 年から 1995 年までの期間で見る限り、長期的にはあまり変化はしていない。 
＜図表 4＞ 米国における実質可処分所得伸び率と PB シェア 
 
出所：Hoch, Stephen J. （1996）, “How Should National Brands Think about Private 
Labels?,” Sloan. Management Review Winter 1996 ,P93 
注）Disposable Income ＝個人可処分所得、Private Label Share＝PB シェア 
 
根本（1995）によると、米国における PB シェアは、1980 年前後の不況期にジェネリ
ック（ノーブランド商品）が大きく伸びて、それを含めると 16％を超えるレベルに達し
たが、その時期の PB の品質が NB に比べて全般的に低かったため、そのシェアは 80 年




一方 Husson &Long（1994）では、上記の PB シェア周期的変動論の普遍的妥当性を否
定した論を展開している。「ヨーロッパにおける PB の急成長は、比較的経済状況の良い
時期に生じている。特に英国の場合は、1980 年代、サッチャー政権下の好況期に生じて




また Husson &Long（1994）は、80 年代の英国の状況を指摘した上で、米国では「今




● しかも PB 供給サイドで製品テストや品質管理のレベルが大きく向上し、それがそ
のまま NB のコピー技術の向上につながっていること。 
● また NB メーカーの内、かなりの部分が PB 供給を行うようになったことによって
PB の品質とパッケージのレベルが全般的に向上したこと 
そして上記とともに、最近では NB のコピーに留まらず、むしろ NB を超える品質を持
ち、しかも価格競争力を持つというプレミアム PB が成長していることを挙げている。具
体例としては、Walmart の Sam’s American Choice、Safeway の Safeway Select、A&P の
master choice などである。もちろん従来の PB がこれらのプレミアム PB に置き換えられ
る訳ではない。先ほどの＜図表 3＞英国テスコの PB 展開構造と同様に、プレミアム→レ
ギュラータイプ→低価格なジェネリクスのような「ストア･ブランドの階層化」という状
況が進展してきていることを表している。 
重要なことは、このプレミアム PB の出現とともに PB が全体としてその品質を改善す
る傾向にあり、それと同時に消費者の PB に対する知覚品質が上昇していることである。




知覚品質が PB シェアに大きく影響を与えているという論拠は頷ける点が多い。 
 
第三項 NB 商品を製造する企業に起因する要因 
Hoch and Banerji（1993）の研究によると、NB 商品の製造企業の数が多い製品カテゴ
リーや NB 商品に対する全国広告費の減少している製品カテゴリーほど、PB 商品の市場
シェアが大きいことが主張された。 
一方 Lamey et al. （2007）は、不況期に PB 商品が伸張すると論じた上で、不況期にお






また図表 5 は新製品の導入率の低下がコモディティ化を生じさせ、PB 商品の伸長を促
すと主張した Coriolis Reserch（2002）の報告である。 
＜図表 5＞ 製品革新（新製品導入率）と PB シェアの関連性 
 




































第二節 カテゴリー別の PB シェアの要因検討 
前節では欧米諸国の小売業の PB シェアを概観した上、小売業、消費者、製造企業に起
因する要因についての先行研究を検証した。だがここで検証したのは、スーパーマーケ

















え方を否定するには十分であり、またカテゴリーの PB シェアを考える場合、NB・PB 間
の競争だけでなく、NB 間の競争状況を考えなければならないという重要な示唆を与える
ものであった。 
この発表に引き続き、Sethuraman & Dhar（1994）が、モデル分析によって 2 つのタ
イプの価格競争―NB 間の価格競争と NB・PB 間の価格競争―を識別することの重要性を
浮き彫りにし、この問題の構造を明らかにしている。 
この論文は、カテゴリーにおける PB の導入およびシェアに影響する要因として、下記
の 4 要因を取り上げている。 
z NB 間の価格差反応度 
z NB,PB 間の価格差反応度 
22 
 
z 製品カテゴリーにおける NB 数 
z PB の需要のベースレベル 
そしてこれら 4 要因によって NB および PB の需要構造モデル（図表 6）を作成し、そ
れにもとづき PB 導入前と導入後それぞれの NB および PB の均衡価格、均衡シェア、収
益等を導き出しつつ、4 要因が PB シェアと PB 導入によるカテゴリー収益の変化にどの
ような影響するかを検討している。 






















z NB 間の競争レベルが高く、したがって NB 間の価格差反応度が高いカテゴリーで
は、NB の価格が低下し、競争的なものとなるから、そのようなカテゴリーでは、
PB シェアは低くなる。 
















































＜図表 7＞Sethuraman & Dhar（1994）のモデル分析まとめ 

























つまり PB と NB の需要のベース・レベル（概念的には商品力）の差が大きく、大きな
価格差を打ち出さないと消費者が PB に反応してくれない（価格反応度が小さい）場合に






Sethuraman & Dhar（1994）は、上記の検討をベースに 1988 年の Information 
Resources, Inc. （IRI）の 438 カテゴリーのデータを用い、上記 4 要因のうち、NB 間の
価格反応度、NB 数、およびカテゴリーの売上高規模等を説明変数に取り、PB シェアお
よび PB 導入の有無を回帰モデルによって分析している。 
 
第二項 PB シェア影響要因の実証研究 
ここで上記の仮説を踏まえて行われたと考えられる 2 つの実証研究をレビューして、
カテゴリーの PB シェア影響要因に関する考察を深めていきたい。 
両研究とも PB シェアに影響すると考えられる要因を 10 種類程度取り上げ、それら要
因がカテゴリーの PB シェアに影響しているかどうかを回帰分析により検討している。 
① 2 つの研究の概要：Sethuraman（1992）と Hoch & Benarji （1993） 
Sethuraman（1992）は 1988 年の Inforscan の年間データによる各カテゴリーの PB 数
量と金額シェアを被説明変数として、図表 8 の表側にある 12 の要因を PB シェアの説明
変数としている。 
一方 Hoch & Benarji （1993）は 1989 年の Selling Areas-Marketing,Inc.（SAMI）のデ
ータによるカテゴリーの PB 数量シェアのみを被説明変数とし、図表 9 の表側にある 10




Sethuraman（1992）の PB 金額シェア、数量シェアを被説明変数とする 2 つの回帰分









カテゴリー売上高 ＋ 0.001 0.001
世帯購入率 ＋ 0.09 0.1
購入間隔 － 0.03 0.04
＜価格要因＞
平均売価 ＋ 1.57 1.4
カテゴリーの価格弾力性 － -0.45 -0.47
NB／PB価格差 － -0.21 -0.02
粗利益率 ＋ 0.29 0.36
NB数 － -0.29 -0.34
＜販売促進要因＞
NBの特売比率 － -0.31 -0.38
PBの特売比率 ± 0.09 0.14
NBのクーポンによる販売数量比率 － -0.37 -0.43



























(1) NB 間の価格競争が PB シェアに負の影響をもたらす 













(2) NB/PB 価格差が大きいからといって PB シェアにプラスに働くわけではない 
図表 8 の分析結果から「NB／PB 価格差」と「PB 金額シェア」の関係についてみると、
回帰係数（-0.21）は負で、統計的にも有意である。 
PB の価格を低く設定し、「NB／PB 価格差」を拡大した場合、PB の販売数量がその価
格低下を補って余りあるだけ上昇するときのみ、PB の金額シェアは上昇する。だが分析
結果は「NB／PB 価格差」は PB の数量シェア上昇に繋がらないため、価格差を拡大する
と金額シェアは明らかに低下する傾向にあると推定できる。 
実際 Sethuraman（1992）は、価格差を過度に強調した PB 展開を行うことの危険性を













(3) PB の品質レベルを上げることが PB シェア向上に資する 




はなく、品質に依拠した PB 開発を行うべきだということになる。 
 
(4) NB の特売は PB シェアを低下させ、PB の特売は PB シェアに影響を与えない 
図表 8 の分析結果を見ると、「NB の特売比率」の回帰係数は-0.31、-0.38 と負で有意







ここでは上位ブランドを NB,下位ブランドを PB と読み替えており、それに基づく仮説
を実証したことになる。NB の特売が PB シェアを抑える傾向にあるというのは統計的に
も確認されるところであるが、もし PB の品質が NB に拮抗するようになり、消費者の価
格反応度が高くなった場合にはこの状況は変わりうる可能性は残っている。 
 
(5) NB の広告投資が PB シェアの上昇を妨げる 











(6) カテゴリーの参入魅力が高いほど、PB シェアが高まるとは言い切れない 
売上規模が大きく、粗利益率の高いほうが、PB 参入魅力のあるカテゴリーであるはず




















第三章 仮説:何が PB シェアを決めているのか 
PB 商品の市場シェアの違いは何によって決定されるだろうか？主に消費者に起因する
要因、流通企業に起因する要因、NB 商品の製造企業に起因する要因の３つのドライバー
が、複雑に絡み合いながら、PB 商品と NB 商品の均衡を保っていると推測される。 
そこで、前章でレビューした先行研究のうち、Sethuraman（1992）、Hoch & Benarji 


































































































第二節 PB シェアの影響要因のデータソース 







具体的なデータソースは、マクロミル社が 2010 年 2 月 22 日～2 月 23 日に行った
「第 5 回プライベートブランドに関する調査報告書」のデータから引用した。この調
査は週 1 回以上スーパーマーケット、コンビニエンスストアで買い物するマクロミルモ





から 12～69 歳の男女 5000 人を対象に、各カテゴリーのトップブランドに対するロイ
ヤルティ（知名、理解、好意、ファンの反応率を組み合わせた指標）度合いを使用し







ＯＳ（販売時点情報管理）システム”の販売情報を収集した日経 POS 情報の 2010 年 5
月のデータを使用した。具体的な説明変数は「カテゴリーの市場規模」を日経 POS 情
報の「カテゴリーの千人当り金額（円）」で代用し、「NB と PB の価格差」を「カテ
ゴリートップブランドの平均価格」と「PB の平均価格」から以下のように算出して説
明変数として組み込んだ。 









リーの広告費は、ビデオリサーチ社が提供している広告出稿統計データの 2009 年 1 年
分、TV,新聞、ラジオ、雑誌、インターネット、交通広告の主要 6 媒体の出稿金額から
算出している。 
以上説明していった各変数とそのデータソース一覧を図表 11 に取り纏めている。 
なお今回の実証分析での最終的な目的変数として使用する各カテゴリーの PB シェア
のデータは、日経 POS 情報の食品、生活用品などスーパーマーケットカテゴリーの













潜在変数 観測変数 データソース 時点 




































































第一節 PB シェアの分布状況 
今回の実証分析では、前章で説明した具体的な数値データの取得可能性、特に「ユー
ザーの PB 意向度」を測定するためにマクロミル社が行った「PB を意識的に選択してい
る商品カテゴリーは？」という設問の純粋想起結果から得られる 34 の商品カテゴリーを
対象として分析を進めていった。詳細な分析結果に入っていく前に、まずは各カテゴリ
ーでの PB シェアの状況について確認していく。 
まずは 34 カテゴリーの PB シェアの基本統計量を示したのが図表 13 である。 


















出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 10/05 収録店舗数 673  
全体の単純平均は 11.38％、中央値が 10.2％と、日経新聞が 2008 年発表した加工食品





分布しているが、尖度の値が 0.06 と 0 に近い中尖度とそれほど大きな分散ではないこと
が理解できる。 
図表 12 の中で、PB シェアの上位カテゴリーを一見すると、「PB は明確な製品差別性
が乏しく、消費者が価格で商品選択をするレベルが高い、コモディティ化した商品で高
いシェアを取る」という Stern（1966）の主張を裏付けるような印象を受ける。 





















調理用酒 宝酒造 27.4 1.1 175.3 838 466.2 56% 22 58.0 21.4 471,565
パスタソース 日清フーズ 26.5 1.1 383.6 1,237 146.6 36% 27 57.9 42.9 3,994,253
果汁飲料 キリンビバレッジ 24.4 4.5 305.2 5,721 132.0 17% 107 38.5 14.9 11,664,582
トイレットペーパー 王子ネピア 20.9 3.5 464.4 4,079 302.6 1% 50 47.3 17.3 1,458,913
スープ エースコック 19.5 1.3 160.0 580 109.9 22% 25 57.9 30.2 3,197,077
みりん 宝酒造 18.0 1.1 175.3 1,266 349.9 30% 25 69.3 37.0 471,565
パスタ 日清フーズ 17.7 1.0 383.6 2,058 180.6 -2% 34 63.5 35.6 1,637,852
チーズ 雪印乳業 15.1 2.4 432.3 6,811 195.4 11% 35 61.7 32.6 3,942,410
マーガリン 雪印乳業 14.9 1.1 432.3 2,327 197.7 11% 18 77.2 45.0 148,068
ケチャップ カゴメ 14.4 1.9 537.2 1,189 163.5 16% 25 80.6 59.9 63,870
牛乳 森永乳業 13.2 5.2 397.7 20,426 164.3 -1% 116 49.0 20.6 2,704,822
ティッシュペーパー 日本製紙クレシア 13.2 1.3 464.4 2,871 214.5 -4% 32 63.9 31.0 1,458,913
うどん シマダヤ 13.2 1.1 130.0 2,144 118.2 34% 167 35.6 21.6 2,053,918
豆腐 男前豆腐店 12.5 1.2 180.0 11,269 111.4 26% 249 24.0 12.4 2,287,546
マヨネーズ キユーピー 11.7 2.9 653.4 3,792 206.7 18% 23 86.4 64.6 5,203,088
ドレッシング キユーピー 11.1 1.1 653.4 5,744 230.5 -2% 107 68.3 48.7 4,731,645
油（サラダ油） 日清オイリオ 10.5 1.5 227.3 3,272 244.6 3% 29 85.9 61.5 5,900,775
お茶 伊藤園 9.9 3.9 490.5 6,740 125.0 21% 47 69.7 40.6 23,362,728
食パン 山崎製パン 9.1 8.6 511.4 13,055 122.0 19% 60 73.6 38.8 8,885,612
ソーセージ 日本ハム 8.6 2.2 434.9 13,793 318.2 26% 78 62.9 28.6 4,189,169
しょうゆ キッコーマン食品 7.9 5.1 545.7 3,280 243.6 25% 197 60.0 43.4 2,391,827
ヨーグルト 明治乳業 7.8 2.6 496.5 4,834 140.0 21% 34 70.1 41.9 10,771,734
納豆 タカノフーズ 7.7 1.0 200.0 7,656 89.9 12% 109 73.0 37.1 12,603,253
即席カップめん 日清食品 7.6 11.4 514.9 11,714 109.0 25% 37 71.0 42.7 15,807,891
味噌 マルコメ 7.6 1.2 450.0 3,978 273.2 21% 189 30.1 18.4 2,287,546
冷凍食品 味の素 7.0 3.4 553.2 25,816 196.8 4% 197 38.9 15.4 4,752,933
コーヒー ＵＣＣ上島珈琲 5.9 1.1 350.8 2,207 424.3 20% 39 84.8 45.7 1,801,681
水 キリンビバレッジ 5.6 1.0 305.2 3,958 154.4 39% 99 62.8 26.1 10,718,748
洗剤 花王 5.2 3.6 504.9 8,052 234.4 35% 87 88.9 43.8 18,181,638
つゆ ミツカン 3.5 1.9 460.4 7,398 225.5 1% 259 36.6 16.4 6,059,968
スナック菓子 カルビー 3.1 1.3 529.4 6,411 111.5 0% 47 78.7 58.0 9,847,940
カレー ハウス食品 3.0 1.9 502.4 3,965 187.6 29% 34 91.8 60.3 1,656,055
ビール類(発泡酒) 麒麟麦酒 2.5 2.1 546.4 11,228 453.7 25% 4 95.9 71.0 90,375,475
シャンプー 花王 0.6 1.0 504.9 778 572.7 47% 105 49.0 20.2 7,034,691
商品カテゴリー TOPメーカー PBシェア
① 顧客の固執 ② 小売側の参入魅力 ③ メーカーの優位性
 






PB シェアと比較すると、牛乳（13.2％、1993 年米国で 64％）やマーガリン（14.9％、
1993 年米国で 40％）、食パン（9.1％、1993 年米国で 39％）など原料に近く、加工度が
























































ェアに対して直接的に関係の高い変数は「ユーザーの PB 意向度」、「NB へのロイヤル
ティ」の顧客関連の変数と、「PB の価格水準」の 3つであった。「ユーザーの PB 意向
度」は「PB シェア」に正の相関関係（0.399）であり、「NB へのロイヤルティ」「PB
の価格水準」はそれぞれ-0.443 と-0.441 と負の相関関係にあった。 
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単価が PB に比べて高い（高すぎる）水準にあると「ユーザーの PB 意向度」が向上して、






（価格差 36.5％）、化学調味料（価格差 33.3％）の PB シェアは、それぞれ 5.0％、
9.7％と他の商品に比べて低シェアに留まっていることが挙げられている。逆に価格差が
比較的小さな商品である牛乳（価格差 1.0％）、バター（価格差 3.6％）の PB 販売シェア
は、それぞれ 34.0％、43.0％と他の商品に比べて高シェアを獲得している。つまり PB
が NB と比べて価格差が大きい商品群では、PB シェアは小さく、逆に価格差で NB に対
してそれ程影響を与えていない商品群では、PB シェアは高いと言える。 
最後に「NB へのロイヤルティ」だが、「ガリバー企業の不在」、すなわち 40％を超
えるような企業が存在するカテゴリーでは NB への愛着度が増加し、PB シェアに負の影
響を与えている。同様に PB の価格水準も比較的高位にある場合、PB にスイッチする動









































まずはこれまで導出した 10 の変数のうち、被説明変数となる PB シェアを除く、9 つ
の変数間の共通性を抽出するために、主成分分析を行った。その際、成分数の判断とし
ては、図表 14 の固有値を参照しつつ、三分の二以上の説明力を有すると見なされる、累
積成分寄与率 67.5％となる 3 つの成分で抽出した（図表 13）。導出された成分行列での
それぞれの変数の因子付加量、プラス･マイナスの符号の傾向、変数の関連性から、各成
分の名称を以下の通り解釈していった（図表 15）。 
z 第 1 成分「NB メーカーの競争力」→「NB の上位 3 社の寡占率」、「ガリバー企
業（市場シェア 40％以上のトップ企業）の存在の有無」、「参入企業数」という
3 つの変数が同じ符号の相関関係が強く、「トップ NB への消費者のロイヤリテ
ィ」という変数が逆相関であるが高い関連性が見える。 
z 第 2 成分「消費者の PB 志向性」→「NB 単価」と「PB の価格水準」が逆相関の関
係にあり、その状態が消費者の PB 意向度を高めるという読み取りができる。 
z 第 3 成分「小売側の PB 参入魅力」→市場規模が大きければ大きい程、小売側がリ
スクを取っても PB 導入で成功する確率は高まる。しかしそのカテゴリーで積極的






































デル式構築を試みた。主成分分析で導出した 3 つの成分が、PB シェアを被説明変数とし
て、どのように影響を与えているか、変数間の因果関係も含めて構造化したモデルが図
表 16 のパス図である。尚このモデル式の適合度としては、危険水準 0.3％と高い有意確
率であり、GFI（Good of Fit Index：0～1 の範囲を取る適合度指標、回帰分析におけるｒ
2 乗とほぼ同義）も 0.78 と高い数値の適合性を表している。 
まず第 1 成分「NB メーカーの競争力」の説明変数グループのパス図から詳細に見てい
く。参入企業の数が増えるに伴い、NB 製造企業の上位 3 社の集中度が低下していく。す
るとガリバー企業（市場シェア 40％以上のトップ企業）の存在確率が低下していき、NB
へのロイヤルティにマイナスの影響を与える。最終的に NB へのロイヤルティが低いと
PB シェアにはプラスに働き、逆にロイヤルティが高まれば PB シェアは低下するという
因果関係が推測できる。 
次に第 2 成分「消費者の PB 志向性」を読み解くと、NB 単価と PB の価格水準は逆相
関関係の共分散の動きを見せている。それぞれの変数が消費者の PB 意向度に個別に影響
を与えており、NB 単価はその価格が上昇すればするほど、消費者の PB 意向度は高まり、
PB の価格水準は逆に低下すればするほど、値頃感が上がり、消費者の PB 意向度は上昇
していく関係になっている。 







れぞれの変数が直接、間接に PB シェアにどの程度影響を与えているかを＜図表 17＞標準
化総合効果の行列で確認すると「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の２
つの偏回帰係数-0.406、+0.445 が相対的に高い係数となっている。この消費者側の意識
面に関連する２つの変数は、それぞれプラスとマイナスの方向の逆相関であるから、お



























占率の低さ 0.695 0 0 0 0 0 0 0
ガリバー企業
の不在
0.418 0 0 0 0.617 0 0 0
消費者のPB意
向度
0 0 -0.276 0.506 0 0 0 0
NBへのロイヤ
ルティ
-0.221 0 0 0 -0.325 -0.462 0 0
広告投資 0 -0.983 0 0 0 0 0 0
市場規模 0 0.169 0 0 0 0 0 0








第一節 消費者意識による PB 勢力の状況 
前章での図表 16 の分析結果から、「PB シェア」への直接的なドライバーとなってい
る変数として、「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の 2 つが挙がってき
た。この 2 つの変数を 2 軸において、各商品カテゴリーをプロットしたものが図表 18 で
ある。 






















次に「消費者の PB 意向度」、出来るだけ PB を求める商品の割合、つまり価格志向性
の高い購買行動の傾向を縦軸に置いて、4 つの象限に分けて傾向を見ていった。 
最初に着目すべき象限は、左上の第 2 象限と右下の第 4 象限である。何故なら、図表




まるはずである。また左上の第 2 象限は、「消費者の PB 意向度」が強く影響し、PB シ
ェアが高まるはずであり、右下の第 4 象限には「NB へのロイヤルティ」が作用して、PB
シェアが低下する傾向にあるはずである。 
まず第 2 象限から見ていくと、調理用酒（PB シェア 27％）を筆頭に、パスタソース
（PB シェア 27％）、果汁飲料（PB シェア 24％）と、今回の分析で抽出した 34 カテゴ
リーの中で「PB シェア」のランク上位 3 社がプロットされたのを筆頭に、スープ（PB
シェア 20％）、みりん（PB シェア 18％）、パスタ（PB シェア 18％）等、PB 比率の高
い品目が並ぶ。この第 2 象限に置かれた商品カテゴリーの平均 PB シェアが 18.7％と、34
品目全体の 11.38％と比較して 7 ポイント以上も高くなっている（図表 19 参照）。さら
にこのカテゴリーでの平均的な「PB の価格水準（PB 価格が NB 価格の何％か）」を見て
いくと、77.2％と全体の PB 価格水準 81.1％に比べて約 4ポイント以上も低い数値となっ
ている。このカテゴリーに対する消費者の価格志向性が色濃く反映された結果とも考え
られる。まさに「PB 隆盛領域」と捉えてよいだろう。 
次に右下の第 4 象限を見ていきたい。カレー（PB シェア 3％）、ビール類（PB シェア
3％）、スナック菓子（PB シェア 3％）と、PB シェアが低水準の品目が並んでいる領域
となっている。第 2 象限とは対照的に、平均 PB シェアが 8.3％と全体の 11.38％と比較
して 3ポイント以上、第 2象限の平均 PB シェア 18.7％と比較すると 10 ポイント以上低
い。さらにこのカテゴリーでの平均的な「PB の価格水準」を見ていくと、86.9％と全体
の PB 価格水準 81.1％に比べて約 5ポイント以上も高い数値となっていることから、価格
志向性も低い傾向が伺える。そしてカテゴリー全体の広告出稿額を見ると約 123 億円と、
全体平均 83 億円に対して、最も広告出稿の高い品目群となっている（図表 19 参照）。
すなわち価格感度よりも、どちらかというとブランドへの知覚差異で競争が行われてい
る「NB 隆盛領域」と捉えることが出来る。 
以上の左上の第 2 象限と右下の第 4 象限の傾向は、図表 17 の共分散構造分析を裏付け
る結果であり、比較的説明はしやすい。問題となるのは、第 2象限と第 4象限に挟まれ
た形の第 1、第 3象限である。この 2つの領域に属する商品カテゴリーは、本来的には、
軸として定めた「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の逆相関関係が強け






まず第 1 象限だが、シャンプー（PB シェア 1％）、カップ麺（PB シェア 8％）、味噌
（PB シェア 8％）と比較的 PB シェアの水準が低い品目もあれば、トイレットペーパー
（PB シェア 21％）、ケチャップ（PB シェア 14％）、マヨネーズ（PB シェア 12％）と
高い PB シェアを獲得している領域が混在している状況である。この象限の中にある 7 つ
のカテゴリーの特徴は、トップブランドの市場シェアが非常に高く、大手メーカーが割
拠し、それぞれのカテゴリーのトップ企業 7 社の平均市場シェア 41.7％という高水準で













次に PB 志向も低く、NB へのロイヤルティも低い領域である第 3 象限を見ていこう。
この象限に位置する品目は、水（PB シェア 6％）、納豆（PB シェア 8％）、豆腐（PB














たい。全体平均では 1 品目あたり平均して 79.8 社の参入企業数に対して、この 5 品目は


















第1象限 9.8 41.7 7,163,131 74.9 4,697.7 76.2
第2象限 18.7 36.2 3,642,419 38.5 2,147.4 77.2
第3象限 10.4 23.6 5,954,656 121.0 9,090.6 77.9
第4象限 8.3 39.1 12,361,800 91.1 8,212.2 86.9










































以上のような NB メーカーがとり得る、PB に対する競争戦略の選択肢は、品目におけ
る NB への顧客の拘りや価格志向性など、置かれている条件などによって異なってくる。 
次節からは、第 1 から第 4 の各象限における代表的な企業の戦略ケースを検証し、PB
に対抗する NB 側の戦略オプションの仮説構築を試みていく。 
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第二節 PB に対する NB の競争戦略ケース 
第一項 第 1象限：ガリバー型リーダー企業による PB 対応ケース 







側からは PB を選択する意向が強いにも関わらず、カップ麺カテゴリーの「PB シェア」
は 7.6％に留まっている。その要因としては、このカテゴリーでのリーダー企業である日
清食品の PB に対応する戦略が功を奏していると考えられる。 
図表 21 は 2010 年 10 月の POS データから抽出したカップ麺カテゴリーにおける商品
別販売金額シェアである。1 位から 8 位まで日清食品が占めているのが伺える。 

















96.31.5 東洋水産 マルちゃん 緑のたぬき 天そば カップ １０１Ｇ  10 . 
96.71.7 東洋水産 マルちゃん 赤いきつねうどん カップ ９６Ｇ 9 . 
114.92 日清食 カップヌードル カレー カップ ８５Ｇ 8 . 
115.32 日清食 ＵＦＯ 焼そば カップ １２９Ｇ 7 . 
78.02.3 日清食 スープヌードル シーフード ６１Ｇ 6 . 
218.42.3 日清食 ラ王 旨味豚コク味噌 カップ １１４Ｇ 5 . 
77.42.6 日清食 スープヌードル カップ ５９Ｇ 4 . 
114.42.8 日清食 カップヌードル シーフードヌードル カップ ７５Ｇ 3 . 
219.13 日清食 ラ王 背脂濃コク醤油 カップ １１４Ｇ 2 . 








出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 2010 年 10 月 直近 4 週
間販売ランキング 収録店舗数 673  
注目したいのは、1 位、3 位、8 位とカップヌードルが約 114~115 円台で着実にシェア












このスープヌードルという実売 80 円を切る価格帯の商品を上市することにより、日清 









第二項 第 2象限：調和型リーダー企業による PB 対応ケース 
続いて、前項で述べた PB への対抗戦略とはまったく逆に、PB を展開する小売業と調
和するような対応を取っている第 2 象限の企業ケースを確認していきたい。 
まずこの第 2 象限は、4 つの象限の中でも圧倒的に PB シェアの高い領域である。調理
用酒（PB シェア 27％）、パスタソース（PB シェア 27％）、果汁飲料（PB シェア
24％）と PB シェアの高い品目群が数多く見られる。そもそも PB は、販売者は小売流通
企業だが、製造しているのは NB 製造企業である。かつては NB 製造企業の中で、資本力、
51 
 
販売力が劣る下位メーカーが PB 製造を受託していたが、最近では上位 NB メーカー、特
にトップシェアを誇る企業が PB の製造受託を行っている事が目立っている。イオンやダ




この第 2 象限の企業ケースとして取り上げるパスタソース（PB シェア 27％）のカテゴ
リーでも、図表 23 にある通り、安定的なトップ企業（市場シェア 29%）である日清フー
ズ が PB を積極的に受託している事実がセブンプレミアムの商品で明確に示されている。 
図表 24 の商品では、セブンプレミアムのパスタソースが 220g で 98 円。日清フーズの



















出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 2010 年 10 月 直近 4 週





























第三項 第 3象限：乱戦型リーダー企業による PB 対応ケース 








































第四項 第 4象限：差別型リーダー企業による PB 対応ケース 
最後に第 4 象限の企業による PB 対応ケースを見ていく。ここに位置する企業は、保持
する NB へのブランドロイヤルティも高く、大規模な広告投資が可能な企業が多い。従っ










節だけの 3 ヶ月では製造を引き受けるメーカーが現れにくい。このことは第 2 象限の調
理用酒やサラダ油などのように、生活必需品で季節感などに関係のないカテゴリーにお
いて、PB シェアが高くなっている事からも理解できる。 































第三節 これからの NB 製造企業のあり方 
ここまで、PB 志向性とブランドロイヤルティの 2 軸で分類した 4 つの領域毎に NB 製
造企業側からの PB 対応戦略を考察していった。繰り返しになるが、この 2 軸は図表 16
の共分散構造分析で導出したＰＢシェアに最も影響の高い変数である。「NB へのロイヤ
ルティ」と「消費者の PB 意向度」は、それぞれ正と負の関係にあり、左上の第 2 象限に

















































てが左上に移行するものでなく、右上の第 1 象限や左下の第 3 象限に移行していったと思
われる多くの商品カテゴリーがあった。すなわち NB 側の戦略や努力によって、PB シェ
アを求める図表 16 のモデル式から逸脱するケースを作り出すことは大いに可能であるこ
































2009 年 2 月時点で、国内最大の PB 供給企業であるイオングループのトップバリュ
（PB）商品の売上は、3687 億円である。トップバリュの品目数は約 5,000 品目あり、イ
オン直営店の売上に占めるトップバリュ商品の売上比率は、2009 年 2 月時点で 10.8%で
ある（2009 年 2 月期決算補足資料）。決算報告資料の発表によると、イオンの PB 施策
は、今後ダイエーやマルエツ、いなげや等グループのスーパーに供給先を広げ、2011 年

























ると、図表 27 の第 2 象限に移行していく商品カテゴリーがますます増加すると見られる。
カテゴリーによっては、スーパーの部門売上１位か 2 位でないと棚を確保できない状況
が確実に起こっている。 
イオンリテールの村井正平社長は「PB の他は NB 商品が一、二種類あれば十分だと思




















































に PB 普及に影響を与えているかを考察することが、課題として挙げられる。 
具体的には Hoch and Banerji（1993）が示したような、景気の動向指数や需給ギャッ
プ、消費者の可処分所得の推移等、価格感度に影響を与える変数を加えることが必要と
考えられる。直近の PB ブームである 2008 年からの PB シェアの上昇においては、穀物
価格等原材料価格の上昇に伴い NB 価格上昇が契機となって、その価格帯を埋めるべく
PB カテゴリーやシェアが普及したと言われている。更に日本国内においては、人口動態











PB 比率の上昇はその手段でしかない。確かに NB を取り扱うよりも粗利益率が高いこと











う」（出所：2009 年 12 月 16 日チェーンストアエイジ）と述べている。 
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